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研究の意義・目的

• 文化遺産概念と国際的な規範枠組みが細分化、分野横断的な対
処が困難に

• 文化遺産は、SDGs（特に目標11.4の都市と遺産保護）、気候
変動（例：海面上昇と遺産保護）、社会的包摂（例：難民と文
化遺産）、災害・戦災後の復興といった大きい社会的課題との
関係で、積極的な機能を果たすことが期待される

• 文化遺産保護は、多くのことが反復または継続されるプロセス、
それは未来設計の性格をもつため、統合性は重要

• 本研究は、文化遺産の統合的ガバナンスの方法論という視点か
ら、複数分野の研究者間の国際的かつ建設的対話を実現し、新
たな方向性を示す



当初の方法論

被災文化遺産の復興局面に焦点（この問題意識は一貫して維持）

当初の方法論：クライストチャーチ（２０１１年地震）、カトマ
ンズ（２０１５年地震）、ノートルダム大聖堂（２０１９年火
災）を取り上げ、そこから得られる調査結果を基礎に示唆を引き
出し、統合的アプローチの方法論をモデル化、そのモデルを熊本
（２０１６年地震）に適用し、その調査を受けてモデルを改訂



方法論ーCOVID19との闘い

２０１９年度 パリで第１回ワークショップ

２０２０年３月以降海外調査不可、大幅な計画修正

２０２０年度 国内調査に注力、海外調査に代えて定期的なオン
ラインワークショップによる討議

調査対象に首里城正殿（２０１９年火災）を加え、web展覧会準
備開始

２０２１年度 出版準備、web展覧会完成、日仏シンポジウム
（ハイブリッド）
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• 復興局面における国際法的枠組みの不備（ユネスコ諸条約、仙
台フレームワーク）

• 各国の事例→lessons learnt の抽出→立法、政策モデル

法制度上の枠組み、法の不備の実情と改正の方向、人的ネット
ワーク（専門家間、専門家と住民、行政と専門家等）構築の重要
性と制度化、これらの総合的整備の緊急性

• 社会的受容の局面



成果２ ノートルダムと首里城ウエブ展
覧会
ノートルダム大聖堂の修復方針はフランス国内政治問題化

首里城正殿焼失後の社会的反響と類似性→法制度、社会的受容、無形
遺産の価値もカバーする必要性

web展覧会を企画し、被災文化財と復興に関する意識喚起、専門的知
見の提供と議論の場提供

日・英・仏語
https://www.notredame-shurijo.com/index.shtml
２０２２年３月のシンポジウム録画も三か国語字幕付きでアップ

https://www.notredame-shurijo.com/index.shtml










被災としてのパンデミック
NTTドコモのサービスを利用し、１万人を対象
にしたサーベイを企画、遂行、調査結果取り纏
め（日本イコモスのウエブサイト掲載）



２０２２年９月２１日 国際文化
政策学会（アントワープ大学）
Yamada/ Seki/ Kono,”Analysis of 
the Relationship between the 
Cultural Heritage and Society 
based on Large-scale Data: The 
Impact of the COVID-19 
Pandemic and Futures of Cultural 
Policy”

英文ジャーナル投稿済み

新たな分析を加え、日本のジャー
ナル向けの原稿を準備中



その後

• ２０２２年１０月１２日 EU 
Regions Week ウクライナ復興
ウエビナーで講演

• ２０２２年１１月２４日 バイ
エルン芸術院で招待講演

• ２０２２年１２月６日 ノート
ルダム大聖堂修復特別視察

• ２０２３年３月２０日、２１日
ウプサラ大学でAIとバーチャル
展覧会に関するJSPSシンポで基
調講演予定



最後に

• 研究チームは、法学、建築、文化人類学、国際文化交流、文化
財科学の専門家からなり、日本から１０名、ポーランド、アイ
ルランド、ニュージーランド、スウェーデン、フランスから１
２名（ウエブ展覧会はそれ以外に２３人が仏から参加）が参加
した、国際・学際チーム

• 日本の出版社２社、法律雑誌１社に打診するも「売れない」
「法律の専門誌であるので」という理由で受け入れ拒否、日本
語による出版は断念（Springer は１週間内に出版可の回答）


